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大学評価の経緯

3

大学設置基準の大綱化 自己点検・評価の努力義
務化

1991年

大学審議会答申「21世紀

の大学像と今後の改革方
策について」

1998年
自己点検・評価とその結

果の公表の義務化
外部評価の努力義務化

大学評価・学位授与機構
の改組設置2000年

試行的評価（3年間）

認証評価 国立大学法
人評価

学校教育法の改正
設置基準の緩和

国立大学法人化

2004年

・今後の大学改革の４つの基本理
念の一つとして「多元的な評価シ
ステムの確立による大学の個性
化と教育研究の不断の改善」

・自己点検・評価の充実に加え、透
明性の高い第三者評価の導入
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• 認証評価

– 学校教育法に基づき、全大学は教育・研究・組織
運営・施設設備の状況について点検及び評価。
さらに第三者機関による評価を受けることを義務
づけ。

→ 質保証・向上

• 国立大学法人評価

– 国立大学法人法に基づき、6年間の中期目標・計
画を策定し、その達成の評価を受ける。

→ NPMの概念に基づくエージェンシー評価
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評価・質保証の動向

• 学習者中心(student centered)の学位プログ
ラムとしての再構築

– 教育者の視点から学習者の視点へのシフト

– 学習成果の把握

• どのような知識・技能・態度を学生が身につけたか？

• 学生が何ができるようになったか？

• さらに新たな展開

– 内部質保証システムの構築

– 大学の機能強化（←大学改革）
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新たな展開（１）

内部質保証システムの構築
• 「内部質保証システム」とは

– 「内部質保証」
• 「高等教育機関が、自らの責任で自学の諸活動につい

て点検・評価を行い、その結果をもとに改革・改善に努
め、これによって、その質を自ら保証すること」。
（大学評価・学位授与機構『高等教育に関する質保証関係用語集第三版』）。

– 「内部質保証システム」
• 上記で定義される内部質保証を継続して行うための学

内の方針・手続き・体制等の仕組み
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大学評価・学位授与機構の
認証評価の基準構成

第１サイクル 第２サイクル

基準１ 大学の目的 基準１ 大学の目的

基準２ 教育研究組織（実施体制） 基準２ 教育研究組織（実施体制）

基準３ 教員及び教育支援者 基準３ 教員及び教育支援者

基準４ 学生の受入 基準４ 学生の受入

基準５ 教育内容及び方法 基準５ 教育内容及び方法

基準６ 教育の成果 基準６ 学習成果

基準７ 学生支援等
基準７ 施設・設備及び学生支援等

基準８ 施設・設備

基準９
教育の質の向上及び改善のた
めのシステム

基準８ 教育の内部質保証システム

基準１０ 財務
基準９ 財務基盤及び管理運営

基準１１ 管理運営

基準１０ 教育情報等の公表
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基本的考え方

• 教育の質保証の責任は、第一義的には大学
自身に

– ①それぞれの教育プログラムを提供する教員や
部局自らがその質を保証する責任

– ②機関としての大学がその内部で提供する教育
プログラムの質保証を行う責任

• 同時に、教育内容や方法を創造的に進化・発
展させ、継続的に質の向上を進めていくこと
を促進

– 質の文化（Quality Culture）
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日本の現状日本の現状

• 日本の大学の内部質保証の傾向（昨年までのWSやヒアリ
ングより）

– 「内部質保証システム」概念が、大学・人により様々
– 内部質保証＝PDCAサイクル程度の概念
– 第三者評価への対応を基本に自己点検・評価
– 評価（総務・企画系）と教育改善・FD（教育系）の分離傾向

• 欧州では『欧州高等教育圏における質保証の
基準とガイドライン(ESG)』において、大学による内
部質保証を第一項目として位置づけ

• 「内部質保証」について、国際的に通用する概
念により共通認識を形成していく必要
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「教育の内部質保証システム構築に関するガイドライン（案）」

内部質保証システムを構成する８要素

(1) 内部質保証に関する全学の方針・責任体制

(2) 教育プログラムの承認・定期的点検・改善

(3) 教職員の点検・能力開発

(4) 学習環境や学生支援の点検・改善

(5) 大学や部局の教育に関する目的・目標に対する点
検・改善

(6) 質保証への学生や外部者の関与

(7) 教育に関する情報の収集・分析（＝IR）

(8) 教育情報等の公表
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基準８．教育の
内部質保証

システム

8.1 教育の状況を点
検・評価する体制

(1) 内部質保証に
関する全学の

方針・責任体制

(6) 質保証への学生や
外部者の関与

(7) 教育に関する情報
の収集・分析

8.2 教員の研修等、
質改善の取組

(3) 教職員の点検・能力
開発（再掲）

各教育プログラム各教育プログラム各教育プログラム

基準５．教育
の内容／方法

基準２．教育研究組織

基準１．大学の目的

基準３．教員／教育支援者

基準７．施設・設備／学生支援

基準１０．教育情報等の公表

基準９．財務基盤／管理運営

(4)学習環境や学生支
援の点検・改善

(3)教職員の点検・
能力開発

(5)大学や部局の教育に

関する目的・目標に対
する点検・改善

大
学
の
教
育
活
動
全
般

基準４．学生
の受入

基準６．学習
成果

(8) 教育情報等の公表

(2) 教育プログラムの承
認・定期的点検・改善
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②教育プログラムの承認・定期的点検・改善

教育プログラムの新設の承認、定期的な点検や評価、改
善を継続的に実施する体制や手続きを有し、機能している。

• 承認や定期的点検の手続きの明文化
• 教育プログラムの目的・方針等の文書化

• 学習成果の分析を通じた教育プログラムの有効性の検
討

• 自ら定めた水準、学外の参照基準等を用いた水準の保
証

• 点検・評価結果の活用方策
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⑦教育に関する情報の収集・分析
教育活動の実態を示すデータや資料を適切に収集、蓄積し、分析
を行い、その結果を利用するための体制や手続きを有し、機能し
ている。

• データや資料の例：
– 教育プログラムや部局等の、入学者の状況、履修・成績・単位取得状況、

卒業や留年・退学の状況、進路状況など各種の定量的・定性的データ
– 学生に対する満足度調査や達成度調査などの調査

– 第三者評価、「大学ポートレート（仮称）」、政府統計で求められるデータ
の有効活用

• 分析
– 教育が適切に実施されているか、改善を要する事項は何かを確認
– 同様の特徴を有する大学同士がデータ・情報を自ら比較（ベンチマーク）

• 体制
– 「インスティチューショナル・リサーチ（IR）」機能を、特別の組織を設けて

実施するのか、分散的な体制のもとで実施するのかは、大学による。
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新たな展開（２）

急速な大学改革の流れ

• 「大学改革実行プラン」（2102年6月）

• 「国立大学改革プラン」（2013年11月）
– 国立大学の機能強化の方向性

• 世界最高の教育研究の展開拠点

• 全国的な教育研究拠点

• 地域活性化の中核的拠点

– 機能強化の視点
• 強み･特色の重点化

• グローバル化

• イノベーション創出

• 人材養成機能の強化
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• ミッションの再定義（2013年実施）

– 各国立大学と文部科学省が意見交換を行い、研究水準、
教育成果、産学連携等の客観的データに基づき、各大学
の強み・特色・社会的役割（ミッション）を整理。

• 第３期の中期目標・中期計画は、各大学のミッション
を踏まえ、計画的に教育研究組織の再編成、学内
資源再配分を最適化 （詳細不明）
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→ ここでも自大学の強みの分析や、その強化のモニタリン
グを行うIR機能が重要に
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IR（Institutional Research)とは

• IRの定義はあまり明確ではない

– 「IRとは何であるかについて、いかなる大学にも

通用する定義や普遍的事実は存在しない」
（Howard ed. 2001）

• Saupe (1990)による定義（最も用いられている）

– 「機関のプランニング、方策形成、ならびに意思
決定を支援する情報を提供するために、高等教
育機関内で行われる研究」
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学生の学習成果
評価

アクレディテーション
（認証評価）

機関の有効性

教育プログラムや学
内各種プログラムの
評価

教授法の分析

FD

学生生活やキャンパス
の雰囲気

TQM（Total 
Quality 
Management)

学生募集

資源マネジメント

知識マネジメント

エンロールメン
トマネジメント
（学生の入学・
在学状況）

カリキュラ
ム開発

寄付金の調達

卒業生との関係構築

アカウンタビリティ、
実績測定

ベンチマーキング
戦略計
画

IRによる調査研究が貢献しうる領域

出典:Volkwein(2008)
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質の高い
意思決定

データの
提供者

情報の生産者

情報の意思決
定への利用者

部局や教員から入ってくるデータを、分析・統合して情報へと変え、意
思決定へと提供していく

IRの情報支援プロセス
(Howard 2001)
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IR実施を可能とする共通インフラ

• 米国では分析（特に大学間比較）を可能とするデータベー

スがインフラとして存在

– 中等後教育統合データシステム（Integrated Postsecondary 
Education Data System: IPEDS）

– 学習経験・成果は、ボランタリの情報提供サイト(college portrait
など）が提供

• 英国でも高等教育統計機構(HESA)が統計データを公表

– さらに学生向け情報を”Key Information Set”として公表

→ これらへ対応するためにも、学内でもデータウェアハウス

が発達（各種学内データベースを結合し、体系化された情報を一元管理・蓄積）
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名称，州，学位課程
などから検索 １２の共通項目（一般的な情報，学費・生活費等，経済的支援，入学状況，中退・卒業率，

分野ごとの学位取得状況，運動部活動，第三者評価の結果，キャンパスの安全，学費の
支払状況など） 20

米国IPEDSとCollege Navigator
• 中等後教育統合データシステム（IPEDS）

– 連邦教育省の教育科学機構（Institute of Education Sciences: IES）の中の全米教
育統計センター（National Center for Education Statistics: NCES）が運営している
調査およびそのデータベース
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米国IPEDSによるベンチマーキング

21

・比較対象の大学を自動・手動で設定 →自動レポート生成や、独
自データ分析が可能
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米国 College Portrait

●参加大学：米国州立大学協議会，
米国州立大学・土地贈与大学協議会
に加盟する297の公立大学
●情報の入力：各大学で実施
●項目

・学生数（女性、出身等）
・入学（志願者、テストの点数

等）
・経費と経済的支援
・クラスの人数
・学習経験（グループ学習、アク
ティブラーニング、教員との相
互交流等）

・取得学位，学問分野，卒業後の
プラン

・4年・6年卒業率
・学生の学習成果（測定方法や共
通テストの結果など）

米国では，州立大学の大学団体が，共通フォーマットで大学情報を提供する”College 

Portrait”を構築・運営している。
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英国 高等教育統計機構(HESA)
• 1993年に英国内の高等教育関連の政府、資金配分機

関、大学・カレッジの合意により設置された、非営利の
保証有限会社。

• 全大学の情報を個人単位で！収集
1) 学生

2) 海外にて学習する学生数

3) 新人教員養成

4) 高等教育卒業者の進路

5) キャンパス情報

6) スタッフ

7) 財務統計・産学連携

8) 不動産管理統計

9) Key Information Sets



National Institution for Academic Degrees and University Evaluation

Key Information SetsとUNISTATS
KISで公表される情報項目

学習

全国学生調査（NSS）での以下の質問の結果：
・教員の説明の仕方は良かった
・教員は授業科目を興味深いものとした
・自身のコースの質について、全体的に満足している
・自身の学習に対して、十分な助言と支援を受けた
・学生のレポート等へのフィードバックが迅速になされた

・学生のレポート等へのフィードバックは、自身が理解していない箇所を明
らかにするのに役立った。

・図書館は自身のニーズに十分に応えるものであった
・一般的なITリソースに必要な時にアクセスすることができた

講義・自己学習・実習に用いられた時間の割合

学習評価の方法（試験、コースワーク、実技）の割合

コースを認定している専門職団体・法令団体・規制団体
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Key Information SetsとUNISTATS
KISで公表される情報項目

コスト、財
政支援

高等教育機関が所有・出資する学生宿舎
民間の借り上げ宿舎：年間平均費用－上位１／４、下位１／４

高等教育機関が提供する財政支援

イングランド出身学生の年間授業料

雇用と給
与の情報

コース卒業６か月後の進路－就職、進学、就職かつ進学、非雇用、就職
不可
卒業６か月後に就職している者のうち、管理職や専門職の割合
フルタイムの就職者の給与データ：

・当該高等教育機関のコース卒業６か月後の上位１／４、中央値、下位１／４の
給与額

・全高等教育機関を通じた専攻分野別の、卒業６か月後の上位１／４、中央値、
下位１／４の地域調整済み給与額

・全高等教育機関を通じた専攻分野別の、卒業４０か月後の上位１／４、中央
値、下位１／４の地域調整済み給与額

学生ユニオ
ン

・学生ユニオンへの満足度についての追加質問
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UNISTATSの画面例
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では日本の状況は？

27
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大学の情報公表に関する制度改正

平成11年 大学設置基準の改正 大学における教育研究活動等の状況
について積極的に提供する義務を規
定(第2条)

平成16年 学校教育法の改正 自己点検・評価の公表を義務化(第
109条)

平成19年 大学院設置基準の改
正 (平成20年に大学設

置基準でも同様の内容
を規定)

人材養成目的の公表、シラバス・成
績評価基準の明示を規定(第2条の2、
第25条の2)

学校教育法の改正 教育研究活動の状況の公表に関す
る義務について法律レベルで規定(第
3条)

平成23年 学校教育法施行規則
の改正

各大学が公表すべき教育情報を明確
化。(第172条の2)
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大学における教育情報の活用支援と公表の促進に
関する協力者会議

『大学における教育情報の活用・公表に関する中間まとめ』
平成23年8月5日

① 各大学が，自主的・自律的に教育情報の活用・公表に取

り組むことが基本

② その上で，大学の取組を支援する大学団体の活動が重

要

③ さらに、大学団体が連携し、情報の活用・公表の共通基

盤を整えることが課題。そのため、大学関係者による検

討を通じて、「大学ポートレート（仮称）」を形成するよう提

唱。
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大学ポートレート（仮称）準備委員会での
主な論点

【基本的な考え方】

– 参加・不参加は各大学の任意

– 最も重要なステークホルダーである大学進学希望者とそ

の保護者にとって分かりやすいものとなるよう構築する。

– 国公立は大学評価・学位授与機構が、私立大学は日本

私立学校振興・共済事業団が運用する

– 数値のみではなく、文字・図・グラフ・写真等を活用。画一

的なランキングにならないようページビュー形式で表示
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既存データの取
り込みを可能にし，
簡単に入力でき
るシステムに

大学ポートレートで収集する情報の内容

（１）学校基本調査等の統計調査の情報

（２）公表が義務化された９項目

（３）認証評価で求められる情報

（４）国立大学法人評価で求められる情報

（５）官公庁，マスコミ等から重複して求めら

れる情報



National Institution for Academic Degrees and University Evaluation

大学の基本情報

大学の教育研究上の目的等

大学の特色等

教育研究上の基本組織

キャンパス

評価結果

学生支援

課外活動

○国公私立共通に公開する教育情報：「学教法施行規則等で公表が義務づけられた情報」、「外部評価

の結果」に加えて「大学進学希望者や保護者の関心の高い情報」や「大学の特色が分かる情報」を含

める。
大
学
単
位
で
公
表
す

る
情
報

※ 黄色網掛けは参加大学が任意に公表する項目

大学ポートレートの公表情報

学
部

・
研
究
科
等
の
単

位
で
公
表
す
る
情
報

教育研究上の目的と３つの方針
学部・研究科等の特色等
教育課程
入試
教員

学生
キャンパス

費用及び経済的支援
進路
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国公私立 共通検索フォーム

ポートレート私学版（稼働開始）

ポートレート国公立版（1月末稼動予定）
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以下略
・
・
・

小平大学
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小平大学
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数値のみの表示だけではなく、図・グラフ等を活用して分かりやすく情報を発信します。

検索した大学を登録すれば、次回からはダイレクトに情報を閲覧することが可能になります。
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BIツールの利用の可能性

38

• 大学評価・学位授与機構が今後、提供するデータベース（「大学情報ウェアハウス（仮称）」）

には、学校基本調査、国立大学法人評価等に活用する、多面的なデータを格納。
• 大学はビジネスインテリジェンスツール(BI)を使うなどして、自大学の特徴の明確化

（プロファイリング）の分析を進めることが可能。 データ
ソース

データ項目

学校基本
調査

・学生数
・教員数
・職員数
・入学志願者・入学者数
・年齢別入学者数
・出身都道府県別学生数
・卒業生数、在学年度超過学生数
・卒業後の進路
…

公開用
データ

・大学の特色
・学生支援
・課外活動
・学部・研究科の目的、特色
・教育課程ごとの特色
・学修成果の評価基準
・費用
…

国立大学
法人評価
用データ
（旧・大学
情報デー
タベース）

・退学者数
・学生海外派遣
・外国人学生数
・科研費補助金
・競争的外部資金
・共同研究・受託研究
…

BIの画面例
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社会科学系
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標準修了年限内の卒業率（卒業者のうち4年で卒業した者）

学
科
数

法学

経済・経営・商

データにより分析可能な例：標準修了年限内卒業率

特異な値を有する学科は明らかとなる。

しかし、修了年限内に卒業することは、履修指導が適正に行われている
ことの現れか？ 出口管理がなされていないことの現れか？
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例１：標準修了年限内卒業率と、進学・就職割合(1)

（A）期間内に卒業させる

ようにコースワーク確立

や履修指導が行われてお

り、卒業後の進路も明確。 

（B）期間内に卒業させる指

導が行われているが、卒業後

の進路につながる出口管理

は行われていない可能性が

ある。卒業後の進学・就職に

は困難あり。 

（C）出口管理が行われて

いるが、履修指導が不十

分な場合もあり留年生も

多い。ただし、卒業後の

進路は明確。 

（D）履修指導が不十分

な場合が多く、卒業後の

進路につながる出口管

理は行われておらず、卒

業後の進路は困難。 

標準修了年限内の卒業率 

卒
業
者
の
う
ち
の
進
学
・
就
職
し
た
者
の
割
合 
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例：標準修了年限内卒業率と、進学・就職割合(3)

工学系
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標準修了年限内卒業率

卒
業
者
の
う
ち
進
学
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・
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社会科学系
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卒
業
者
の
う
ち
進
学
者
・
就
職
者
の
割
合

法学

経済・経営・商学

社会科学系ほか

（各プロットは学科）
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例：標準修了年限内卒業率と、進学・就職割合(4)

教育学系
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教員養成課程

教育系ほか

保健系
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保健系ほか

医学

歯学

看護学

薬学
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まとめ
• 内部質保証＋機能強化＝＞IR機能の重要性

• ようやく国レベルでデータが収集され、活用
への第一歩

– ただし、海外のような国レベルで共通した満足度
や、就職後給与などの情報の収集は今後の課題

• 機能別指標×分野特性など、詳細にドリルダ
ウンする形での分析が今後必要
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